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欧州連合におけるSpatial Policyの形成と影響
一都市政府研究序論-*
The Formation and Influences of
European Union Spatial Policy
-The Introduction to the Study of City-Governments in Europe
井戸　充茂**
Mitsushige IDO**
Abstract
The formation of European Union Spatial Policy has great influence on the relationship of
central-local government in Member countries. EU Spatial Policy includes funding programmes
such as the Structural Funds , Cohesion Fund and Community instruments , TENs and commu-
nication infrastructure , crossborder planning initiatives , regulatory measures affecting land
use, such as those adopted as part of the EU's environment policy, and networking and lobby-
ing by local authorities and interests concerned with spatial matters.These factors affect the
relations of EU-central government and EU-regional/local government. This paper presents
UK case study, covering Merseyside.
キーワード:欧州連合、政府間関係、空間政策、地域政策、都市計画
Keyword : European Union (EU) , Relationship between the central and local government,
spatial policy, regional policy, town and country planning
*　本稿の作成に当たり、橋本介三教授(大阪大学)ほか有益なコメントを頂いた橋本研究室の皆様に感謝いたします。
* *大阪大学大学院国際公共政策研究科　博士後期課程
256
t.問題の所在
国際公共政策研究 第3巻第2号
戦後50数年がたち、抜本的な構造改革の実行により新世紀を迎えようと、前橋本政権は6
つの改革に取り組んでいた。経済構造改革、金融システム改革、社会保障構造改革、財政構
造改革、行政改革、教育改革をかかげ、 2000年前後を目途としていたが、 1998年7月の参議
院選挙の敗北により政権交代となった。経済回復を最優先事項とし、財政構造改革は、その
基本法が一時停止される一方で、行政改革にも負の影響を及ぼしはじめている。現小測内閣
では、経済再生委員会において中長期の視点から「小さな政府」と構造改革を行う必要性を
中間とりまとめとして報告している。
しかし、現在進められている経済構造改革、また行政改革及び財政改革には、無視されて
いるか、または根本的に欠落している視点が2つある。その2つとは、「空間的」な視点と「器-
制度論」的な視点である。この2つの視点は密接に関連している。
最初の「空間的」な視点とは、 「空間的」要素を対して考慮しないか、あるいは無視してい
るかである。日本の社会経済は、もちろん同均質の空間から成り立っているのではなく、具
体的な空間である地域から成り立っているO　ポール・クルーグマン(1991)が「経済学にお
いて空間的要素を無視する傾向は、ほとんどの場合、市場構造の考え方に起因している」と
述べ、 「国際経済学者は、国というものは空間的な広がりのなかで物理的に存在するという現
実を無視しすぎている」と指摘している。では、構造改革に「空間的」視点を組み入れると
は具体的にどのようなことなのか。まず、北海道、東北、関東、九州などのブロック単位の
地域からみると、どのような課題がみられるのか。橋本介三(1998)は、日本産業の構造変
革の実態分析を行い、地域間分析のなかで「今回の不況は製造業の不況に他ならず、これが
地域経済にも大きな影を落としている」とし、北海道や九州において先導的な機械工業や対
ビジネス・サービス業の集積が薄いことがみられる一方で、 「これはきわめて不健全な状態で
あって、この不況過程で地域バランスが一時的に回復されたとしても、公共事業や財政の再
分配政策による単なるカンフル剤で潤っているに過ぎない。現在の不況対策や地域政策を続
ける限り、いずれ非効率な政府の財政支出に日本経済は耐えられなくなるだろう。」と、将来
への危供を述べている。つまり、行財政制度それ自身が地域の産業構造に影響を及ぼし、そ
れに対して日本全体が支えるという構造がよいのか、またそれがいつまで可能なのか、とい
う根本的な問題提起である。
戦後改革の中で「地方自治」が日本国憲法により保障され、具体的な立法として1947年に
地方自治法、 1948年に地方財政法、 1950年に地方公務員法などが、立続けに成立する一方で、
戦後当初構想議論されていた「地方」への権限の分散化が、ことごとく中央へ再度吸い寄せ
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られ、その結果昭和40年代には中央集権的な地方制度という現在の「器」ができあがった(鳴
海、 1982)c地方自治確立のための地方サイドからの活動はこれまでなされてきたものである
が、その実は決して結ぶものではなかった。日本の「中央一地方」政府関係は、水平的政治
競争モデル(村松、 1988)が提起されているが、原則的には垂直関係で構成され、法律にも
とづき権限のほとんどが中央政府にあるといえる。また新たな行政需要は、中央政府が地方
自治体を執行機関として実施するのか、または公社公団方式をはじめとする直営方式とする
かの判断する権限を有するのである。1)これらの構造を支える財政面では中央からの資金配
分を前提とした個別補助金、地方交付税及び地方債の起債制限のシステムが詳細に構築され
ている。これら財政資金の還流の一環が、地域の産業構造にも影響を及ぼしているともいえ
る。
これら行財政制度ができあがると、時間の経過とともにより精微で堅牢となり現在にいた
っている。根本的な問題は、市場経済外のこれら「器」が、これからの時代に適応できるも
のであるかどうかである。端的な例示として、中央政府が地震などの巨大災害により崩壊し
たとき、自立的な地域が存在すればリスクの分散が可能となる。空間的な分散は、制度上の
分散化でもある。また、日本の将来が、森嶋通夫(1995)のいうアジア連合(AU)の方向
に向おうとするなら、統合化にむけての最大の障壁は主権国家である「中央政府」となる。2)普
者の考える「問題の所在」は、 「小さな政府」をめざすならば、徹底した市場システムの貫徹
と中央・地方ともに自立した財政規律を持たせる抜本的かつ大胆な構造改革が必要である。
オーッによる財政連邦主義が小さな政府への必須条件となる(オーッ、 1972)。3)具体的には、
道州制などの連邦制に近い中央・地方の政府構造とした上で、市場維持的・財政連邦主義を
持つことといえる。
研究対象としての欧州連合(European Union: EU)
森嶋通夫は、 EUが「市場維持的・財政連邦主義」の要件に近似していると述べている。
市場維持的・財政連邦主義の成立要素は、 ①連邦を構成する「州」の間で財や資本・労働な
どの移動に関する規制が取り除かれていること、 ②財政主権は、各州に分権化しており「連
1)例えば社会保障関係では、介護保険の導入が平成12年4月から実施される予定になっているが、介静保険に関する
議論が実施主体である市町村とどの程度なされたか、また年金にあっても国民年金は、市町村が窓口となっている
部分はあるが社会保険庁への事務の引き上げも予定されている。事務執行の一機関としての市町村の位置づけが、
強く中央地方の関係はやはりこれまでは垂直関係であると思われる0
2)森嶋は、 EUをヨーロッパ合衆国とよぶが、 United states of Europeではなく、 United nation states of Europe
とよんでいる。ヨーロッパでは単なるstateではなく主権国家であるnationstateの集まりであるとし、将来的に
はこの民族国家-nation states　という意識も弱くなるとともに欧州連合の市民としての意識が芽生え始めるであ
ろうと述べている。 AUも同様に統一市場ができ、人の行き来がなされると、自然とその方向にむかっていくであ
ろう、と考えている。
3)オーツの議論は、蘭藤・林・中井(1991)において「分権的支出決定モデル」と「集権的支出決定モデル」の比較
を行い厚生ロスが生じることが簡明にまとめられている。
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邦(中央)」は各州の財政困難を救済しないという予想が確立していること、 ③逆に通貨の供
給は集権化し、政治的に中立化していること、である(青木昌彦、 1999)c　これらの項目につ
いてのEUの動きは1991年以降、 ①は、 1992年の単一欧州市場の形成により制度的に達成さ
れ6年間の実績があり、 ②は、主権国家は「州」以上の権限をもち、隣国を救済するもので
はない。そして③は、 1998年6月から欧州中央銀行が独立性の高いものとしてスタ-トし、
1999年1月からは統一通貨であるユーロが発行された。まさに、 EUは、市場維持的・財政
連邦主義の要件を満たすものである。 E Uが本格稼動する中で中央一地方政府の構造変化が、
外生的要因により変化を受けはじめている。この方向性はこれからの日本が向うべき構造改
革の方向性と一致していると思われる。研究対象としてのEU及びEU構成国の中央・地方
政府が考えられる理由である。
EUの創設により構成国の政府構造は基本的には4段階となる　EU一中央政府4、日・地
域レペルー市町村レベルの構造となる。しかし、この4段階は垂直的な関係ではなく、中央
政府を通り越して第3 ・ 4段階の地域・地方政府が直接EUと関与できる構造となっている。
中央政府の分権化が必然となる構造を有している。このようなダイナミックな動きのあるE
Uを対象として、 「地域」の核となる「都市政府」の研究を行うものである。本論は、著者の
研究テーマである「都市政府」に関係あるEUの政策を検討する。都市政府は、地域におい
て中心的存在となる地方政府である　Single European Market (域内統一市場)と統一通貨
ユーロの登場という「市場維持的」なもとでの都市間競争、地域間東争は必然であり、地域
での問題の中心は都市政府であるO市場的であればあるほど効率的な「小さな政府」が求め
られ、地域単位での財政連邦主義の方向をもつとき、都市政府も小さな政府を求められる。
今回は、都市政府にとってバックグランドにあたるEUのSpatialPolicyを研究するとと
もにその影響を検討するものである。具体的には、 「2. EUにおけるSpatialPolicy」にお
いてSpatial Policyの特徴とそれを支える制度、具体的財政制度にふれ、 「3. EUのSpa-
tial Policyの影響:英国の場合」において英国のおける中央・地方政府の特徴を前提とした
EUのSpatial Policyの影響を検討する。
2. E UにおけるSpatialPolicy
EUにおいてSpatial Policyに関して留意を要するのは次の三点である。
(l)Spatialな視点から欧州を経済的社会的統一体として認識し、 EUの政策及び計画を論
じることが可能になったことO例えば欧州横断交通ネットワーク(TENs)、国境周辺(国
境を含む)開発計画や環境政策などが議論されている。
(2)EUとして欧州市民への浸透を図るとともに「地域」に重点をおく姿勢を明確にし、そ
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の制度的な保障として地域・地方政府の代表からなる「地域評議会」 (CoR)が設置され
たこと。また地方政府、特に大都市政府を中心としたEurocitiesのような欧州を横断的
に構成する協議会等の活動が活発化している。
(3)経済の統合化に向かうことにより、地域間格差がより顕著になることから、地域間格差
是正策として構造基金等が用意されていること。
EUにおけるSpatial Policy形成の経緯
EUにおいてSpatialという見方が本格的に議論されるようになったのは、 1990年代には
いってからであり、むしろ新しいものといえる。日本においては全国総合開発計画(全総)
と類似した印象を持つものであるが、主権国家(nationstate)群としてのヨーロッパには、
ヨーロッパをひとつの領域として捉えること自体に、あまりリアリティがなかったと思われ
る。しかし域内統一市場(SEM)ができることによりリアリティが与えられたと考えられ
る.まず1987年に発効した単一欧州議定書(Single European Act: SEA)により、 1992年末
までに「域内統一市場」の準備がなされスタートした。経済統合の第1段階が進行するなか
で、経済的社会的な統合に向けての活動の一環として、 Spatialという考え方が取り入れた研
究が、欧州委員会のユーロクラットによって始められた。具体的には、欧州委員会の調査研
究として、 1990年「都市環境における緑書(Green Book on the Urban Environment)」 (C
EC、 1990)が公表されるとともに、同年「ヨーロッパ2000: EC領域開発の概観(Europe
2000 Outlook for the Development of the Community's Territory)」 (C E C、 1991)と表
題された白書が公表された。ヨーロッパ2000において、初めて国土計画的な発想に基づいた
開発計画の研究がなされた。そして、 TENs (trans-European networks)において具体的な
交通・情報通信ネットワークに関する計画が研究される一方で、社会経済的な結束(Cohe-
㍗　　　　票ita (アJe*OTif-H当- n -y ;¥-2。。。誓慧完芸霊
発への協力(Europe 2000十, C0-operation for European Territorial Development) 」 ( C E
c、 1994)として、政策オプションや研究項目をまとめた。これらの調査研究活動とともに、
構成国はESDP (European Spatial Development Perspective)として、 1997年には非公式
ながらもSpatial Planning担当大臣会議を行っている(EC、 1997)。
また、欧州委員会は、各国において、例えば都市開発を行う場合に国内の開発関連法が欧
州全域で異なっていることから、非関税障壁の一つとして認識し、どのような相違あるかの
研究を行っている。その報告書がThe EU Compendium of Spatial Planning Systems and
Policies (CEC、 1996)である。
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EUにおけるSpatial Policyの意味づけ
EUでは、 15構成国、 11言語が公用語として使われている。そのためにSpatial Planning
という言葉は、 EUにおける使われ方という点に注意しなければならない。 15の構成国にお
いて、都市や国土の開発に関わる法体系及び行政機関のあり方はまちまちであるといえる。
例えば、法体系的には英国を中心とするBritish系、フランスを中心とするNapoleonic系、
ドイツを中心とするGermanic系、北欧のScandiavian系、そして東欧系に分類することが
できる(Newman&Thornley、 1996)。これらの系と系との間には、例えば「都市計画」と
いう言葉は、英国でのtown planning、フランスのamenagement du territoireとドイツの
Raumordnungなどが同様の意味を持つが、実際には法体系とともに行政の執行機関や実行
方法自体も異なっている。そのためEUはこれらを包括的に表現できる言葉として、 Spatial
PolicyやSpatial Planningという言葉が使われている(CEC、 1996)c
EUにおいてはSpatialという言葉は、 EC領域(領土)という空間での立地及び配分活
動に重点をおいた表現として使われている　Spatial Policyには、市町村レベルのIocalな土
地利用計画から、 Regionalな土地利用計画、中央政府またEUのものまで、すべての空間的
なスケ-ルにおける立地及び土地利用決定、またそれらのもたらす配分活動に影響を及ぼす
であろうすべての政策を含むと考えられる。
地域政策や地域計画との違いは何かというと、これらは地方政府の規模に適用される政策
の意味であり、 Spatial Policyはすべての空間規模に対応するものである。
ヨーロッパ規模のSpatial Developmentに関する戦略を前提にすると、 EUのSpatial
Policyの範囲は、欧州地域開発基金(ERDF)や他の構造基金、結束基金やC I (コミュニ
ティ・イニシアティブ)、 TENs、国境付近計画のECイニシアティブ、 EU環境政策の考え
方を採用するような土地利用計画に影響を及ぼす規制手段、そして空間的な問題に関係する
地方・地域政府によるネットワーキングと利益団体等のロビーイング等、広範囲なものを含
むものといえる(Williams、 1996)c
地域評議会(CoR)の設置
EUの諸機関をSpatialPlanningに関係する視点からまとめたものが、図1である。 EU
での意思決定の手続き等については田中俊郎(1998)に詳しいが、簡単に説明すると欧州統
合条約によりCECへの委任事項については、欧州委員会において案を作成し、理事会に提
案するとともに、欧州議会、経済社会評議会、地域評議会に対して協議を行い(ただし、欧
州議会にあっては限定された事項については決定権を有する)、これら議会評議会の意見とと
もに理事会にかけられ、最終的には構成国首脳による欧州理事会によって決定される。4)
4)議案決定の具体的な例として、構造基金や地域政策に関する決定をようする案件があれば、まず欧州委員会第15総
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図1　EUにおけるSpatial Planning関係機関
州理事会
(首脳会議)
常駐代表委員会
理事会
ESDP:Spatial Planning関係大臣非公式会合
Spatial開発委白玉
(Spatial Planning関係構成国撤兵会議)
州　自会
20委員会　30事務局
第7総局:交通
第1 1総局:環境と原子力安全
第1 6総局:地域政策と結束(Spatial PlanningとERDFを含む)
‡ -1*--*
626公選護良
20評議会
このなかに　農業及び農村開発
地域政策
交通及び観光
環境、公衆衛生及び消費者保護
曇済社会評議会
222指名委員(雇用者、労働者、利益関係団体)
9部門
このなかに　環境、公衆衛生及び消費者保護
地域政策とSpatial Planning
交通と情報通信
地域評議会
222委員
8委員会
このなかに　第1委見会:地域政隻
第2委員会:農村計画
第3委鼻会:交通
第4香魚会:都市政策
第5委員会:土地利用計画、環境及びエネルギー
司法裁判所及び第一事裁判所
それぞれ1 5名の裁判官からなる
(Cullingworth & Nadin、 1997)
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Spatial Policy　との関連で最近の重要な動きは、地域評議会を(Committee of The
Regions:CoR)設置し、協議機関としての意見の反映させることになったことである。これ
までは、 1988年6月に設立された諮問理事会以外には、地域・地方の声が、直接EUで反映
されることがなかった。そのため、自国の中央政府や欧州議会議員を通じるしかなかったわ
けであるが、それが直接地域・地方の意見を反映できる場が確保できたのである。 CoRが設
立されるまでに、欧州地方政府連盟などが結成されるとともに代表部をブリュッセルに設置
などの動きがあった(Williams、 1996)。
1995年に地域評議会は、地域・地方の自治体の代表総定員222名から構成され(国別割当が
あり、経済社会評議会と同じ)、地域及び地方の利益に係わる問題、具体的には教育、文化、
公衆衛生、 TENs、経済的社会的融合について、欧州委員会又は理事会から諮問をうける。ま
た自らの意志により意見提出することもできる。しかし、地域評議会の意見や決議には法的
な拘束力がなく、諮問的な権限にとどまっているのが現状である　CoRの設置により、これ
まで4階層の構造となっていたものでが、第3 ・ 4階層が直接第1階層と接続されたことに
なる。それぞれ階層における政府による問題解決への道がひかれたといえ、どのような分業
体制となるのか、特に中央政府の役割の変化が求められることになる。そして国境をこえた
地域間での開発においては、政府間の相互協力が強調されるであろう。またこれまでの構造
基金の獲得などを通じて、欧州の都市や地域・地方政府が、協議会や連盟などのネットワー
キングを作るようになり、それぞれのテーマに応じた情報交換や調査研究活動を行うように
なってきた。具体的なものとしてはEurocities5'、 Telecities、 RECITE、 RETI、 Quartiers
en Crise、 Medium-Sized Cities Commission、 Ouvertureなど数多くのものが生まれてきて
いる。これら地方政府の動きは、イギリス以外の欧州の地方政府は、政治過程を通じて中央
政府に圧力をかけることが常であり、その影響力は決して小さくはない。6)
Spatial Planningの具体的展開: Europe2000+
EUにおけるSpatial Policyを理解するには、 1994年にまとめられたEurope2000+から
説明する必要がある。 Europe2000+は、 3つのセクションと1つの付章からなっている。セ
クションAでは、経済的社会的かつ環境的な活動のSpatialなdistributionの主要因につい
局において議案が作成されるとともに、案件の内容に応じて議会及び2つの評議会の意見がきかれ、それらの意見
や答申を尊重し理事会にかけられ、最終的には欧州理事会にて決定されることになる。
5) Eurocitiesのような都市間でオープンな協議会がいくつも設けられている。このEurocitiesは、 1992年欧州委員会
第16総局の援助を受けて開設されたものである.メンバーは少なくとも25万人以上の都市で公選によるcity-gov-
ernmentであることが条件である1995年現在で52の正式メンバー(EU域内)と10の準メンバー(EU域外)か
らなっている。ブリュッセル、パリ、ロンドンとローマの参加がない以外はほとんどの大都市が参加している。た
だロンドンだけは公選市長も議会もないため参加できない。
6) Williams (1996)は、このような都市間ネットワークが活動のレベルに対応した学術的な研究がなされていないと
指摘し、今後の研究に期待したい。
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て、セクションBでは、都市、農村、都市農村の境界部という3つの地域における開発につ
いて、セクションCでは、 Spatial PlanningSystemについて概略的な調査を行っており(こ
れがEU compendium of spatial planning systems and policiesにつながるものである)、ま
た後半部では、地域間所得と資源配分に対する公共財政のspatialなインパクトの研究を行
っている。付章では、構成国12カ国を国境とは関係なく地理学的な配置と地域内の諸関係を
もとに8地域に区分した研究がある。
Europe2000+において数多い留意点の中で特に注意すべきことは、セクションAとセクシ
ョンC前半部分の各国のSpatial Planning Systemに関する統合化への動きの2つである。
第-のセクションAは以下のとおりであるo欧州委員会における地域開発への目的は、 (1)
より競争的になるグローバル経済において激化する地域間競争、 (2)よりsustainableな経済
開発への動き、 (3)地域格差の縮小と経済的社会的結束の重要性があげられている。域内統一
市場の登場により一層の競争が生まれるが、一方で地域間での勝者と敗者が生まれることに
なる。 EUとしては勝者と敗者に関与せざるを得ず、域内統一市場条件の均等化のために欧
州規模の交通情報通信のネットワーク化の急速な整備が求められる。また勝者となるのは大
都市であることが多く、小規模都市対策が必要となる(2)は環境への影響を最小限に抑える
ことを前提として政策がとられるべきであることを述べ、 (3)は構成国でこれまで経験してき
て格差是正策は、今後も取り組むべき課題であることを強調している。そしてEurope2000+
は、欧州の空間バランスを回復させるために4つの地域での協調した開発が必要であるとし
ている。具体的な地域の種類は、 ①国境を含む地域、 ②E U周辺地域(peripheral regions)
の構成国地域、 ③都市地域、 ④農村地域、以上4つの地域であるが、そのほとんどは都市地
域と農村地域であるO (丑はINTERREGとしてプログラム化されている部分があり、周辺地
域には、結束基金があたることになっている。
Europe2000+は、ヨーロッパにおけるSpatial Developmentに影響を及ぼす要因を分析
している。 Spatial Developmentへの影響要因として4つ挙げている。第-は、人口と雇用
の空間的な分布であり、人口の変化が空間的な格差を生むとしている。第二に、海外からの
直接投資(foreign direct investment: FDI)の役割をあげているOこのなかで1984-91年のF
D Iの60%以上がサービス活動に関するもので、特に大都市に集中する傾向が強いこと、ま
た南ヨーロッパにおいて、 FDIの果たす効果も大きく、その重要性は高まっていることに
留意すべきである。そして政策上必要なところにFDIがなされるという保障はないことを
Europe2000+では示している。第三に、 TENsの各地域への影響である　TENsは、情報通
信ネットワークの開発と交通エネルギーネットワークの2つの開発であり、優位な地域への
過度な集中をさけることを目的としている。第四に、環境問題である。環境とSpatial Plann-
ingと土地利用計画の重要怪が強調され、 sustainableな開発の追求と環境ネットワークの概
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念との関係を説明している。
第二の注意点は、各国間で違いのあるSpatial Planning Systemの統合化への動きである。
例えば、英国では、 Planning Policyは課税政策や外交政策と同レベルでの位置づけと認識さ
れており、欧州連合条約でも項目として挙がられていなかった。7)今回これが、 I GC (政府
間会議)において議題としてあげられる見込みである一方で、欧州委員会はCompendiumと
して研究をすでにまとめている。都市開発などの分野においても市場統合化が進展するが予
想される。
このようなEurope2000+の報告がなされる背景には、欧州全域でのトレンドをアルデン
は4つにまとめている(Alden、 1996)c第-は、 Spatial Planningが建物や土地などの物的
な計画とは違い社会経済環境的な課題であると加盟国が認識しはじめたこと。第二に、交通、
都市再生、観光、ごみ問題、水道、自然環境保護など個別方策でなく総合化した計画を持つ
必要性に気づいたこと。第三に、開発においては、公共・民間両方によるパートナーシップ
が重要である。特に市場を経由する民間からの重要性が認められること。第四に、 Spatial
Planningの責任や調整のために地域・地方政府への分権化が必要であること、また分権化が
進められていることである。
構造基金(Structural Funds)等の財政支援制度
EUとしてSpatial policyの財政的な支援仕組みは、 EU基金がある。そのなかで、Spatial
policyに位置づけられるものの主なものは、構造基金と結束基金(Cohesion Fund)である。
1995年執行予算で、構造基金は265億7900万ecu、結束基金は24億4400万ecuである。8)構造基
金は、その執行のあり方によりCommunity Support Framework (CSF)とCommunity In-
itiatives (CI)との分けられるが、 ECが補助する形式のものがCS Fで、 ECが独自の責任
をもって執行するものがC Iである。具体的には、 C Iは調査研究部分や学術などソフトな
プロジェクトなどへの執行が多い　CFSが具体的にどのように執行されるのかについては、
次節おいて詳説する。
結束基金は、 1993年に創設され、交通や環境を改善するためのプロジェクトを通じて経済
開発に貢献するものである。 -人当たりGDP平均がEU平均の90%以下の国で欧州横断交
通ネットワーク計画に関連している国が対象となる、という条件のもとでギリシャ、アイル
ランド、ポルトガルそしてスペインの4カ国が対象となる。
7) The Guardian (1994年5月23日)でのメジャー前首相の発言では計画政策は、課税政策や外交政策とほぼ同レベル
のnationstateにとっては必須のものであるとの認識である。そのためにCECに委任されていないのであるが、
今後はEUにおいて取り扱われる可能性がある。
8)構造基金のうち、 CS Fは232億5300万ecu、 C Iは30億3000万ecuである(1995年執行予算) CS F232億5300万
ecuのうちERDFは、 118億8400万ecuで、 E S Fは71億4600万ecu、 EAGGF guidance 37億7200万ecuであっ
た。
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構造基金には、地域間の格差是正のためにその日的(Objective)が6種類に決まっており、
特に地域指定を行うものは、オブジェクティブ1の「開発の遅れている地域」、オブジェクテ
ィブ2の「衰退工業地域」、オブジェクティブ5 bの「農村地域」の3つである。9)これらの具
体的な支出は、欧州地域開発基金(ERDF)からのものが最も多く、欧州社会基金(ES F)
がそれに次ぐ規模となっている。 1995年実行予算でERDFから118億8400万ecu、 E S Fか
ら71億4600万ecuである。
実際にはどのように構造基金支出の決定がなされるのかであるが、まずオブジェクティブ
の地域の指定をうける必要がある。地域は、 ECが構成国を対象に行政単位別に区分する通
称NUTSといわれるのものであり、構成国内を3段階の地域に区分する。最も大きな区分で
あるNUTSlはドイツでは州にあたり、 NUTS2は英国ではカウンティをいくつか集めた
ものであり、NUTS3はフランスでは100ある県の単位である。オブジェクティブ1の指定を
受けることのできるのは、NUTS2レベルであり、オブジェクティブ2は、NUTS3である。
地域政策としてはオブジェクティブ1の方が包括的な事業が実施できるとともに予算額も
「集中の原則」により大きなものとなる。これは地域の地方政府にとっては非常に魅力的な
ものであり、中央政府にとっても財源の確保という点で価値のあるものである。
指定の基準は、NUTS 2レベルでの、-人当たりの地域内GD P平均が、 EU平均の75%以
下であることが条件である。しかし、この基準は厳格なものでなく、政治的な状況により変
化する1991年のデータによりECがまとめた結果によると、最も低い地域は旧東ドイツの
5つの新しい州のほか、ポルトガル、ギリシャ、フランスの10地域(NUTS2　が、 EU平均
の40%未満である10)
オブジェクテイヴ1指定地域に対して、 1995年度では154億2400万ecuが予算化されてい
る。
構造基金を申請するにあたり、従うべき原則は5つある。 ①集中、 ②プログラム、 ③パー
トナーシップ、 ④追加性、 ⑤構成国・ EUの諸政策との両立性・整合性の確保である。集中
の原則は、最も深刻な問題をかかえる地域に集中的に援助を行うことである。 1988年改革に
より最大の改革事項である。その規模の大きさから、その地域に対するマクロ経済的な影響
は大きく、地域間のギャップを埋める役割を果たしている。プログラムの原則は、相互に関
連づけられたプロジェクトで構成され、より大規模なプログラムへの援助を行うものである。
③パートナーシップは、事業の準備、資金調達、事前・事後評価、監視などをすべての執行
9)オブジェクティブ別の予算額(1995年)は、 「1」が154億2400万ecu、 「2」が26億3400万ecu、 「3」が22億1600万
ecu、 「4」が3億9100万ecu、 「5 a」が11億1500万ecu、 「5 b」が13億2200万ecu、 「6」が1億4100万ecuであ
aa
10) Williams (1996) p.139-143には、 179NUTsのデータが掲載されている.最も高い水準の地域はハンブルグであっ
た。
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の段階を「委員会」や構成国及び構成国により指名された公的機関や労使団体を含む諸団体
の緊密な協議を行うことを意味する。効果的な施策の実施には、地域や地方の関係者の参加
協力が不可欠である。 ④追加性の原則とは、構成国に配分される構造基金が、構成国の同じ
目的の公的支出に置き換わるものであってはならないということである。 ⑤整合性の確保は、
構成国の地域政策との整合性、 EUの共通農業政策・通商政策・環境政策・研究開発政策な
どとの整合性をもたせるものである。 (北林、 1995)これらの原則にのっとり、その実施手続
きは、 ①構成国による開発計画の捷出、 ②CS Fの作成、 ③構成国による実行プログラムの
提出の三段階を経る。実行段階の詳細は次節で行う。
最後に、構造基金の評価と課題であるが、 1993年の抜本的な改革が行われたところである。
課題としては、 ①地域指定に関する課題、 ②5つの原則の実施に関わる課題、 ③評価につい
ては、マクロ経済的な指標を用いての成果は認められるものがあるが、そのミクロ経済的な
効果については明確なものとなっていない等である。11)
3. E UのSpatialPolicyの影響:英国の場合
EUのSpatial Policyの影響は、直接的、間接的なものを含め多方面にわたるとともに現
在進行中といえる。これらの影響は、 EU構成国の経済状況や行財政システム等により変化
する。影響は、大きく分けて3つの方向からとらえることができる。
第-に、域内統一市場(SEM)の発足により、地域・地方政府の役割が重要性が増すと
ともに中央政府からの分権化が進展している　Bennett (1993)は、 「地方政府の権限の拡大
と市場による影響力の拡大の両方があいまって分権化の影響を加速化させている」と述べて
いる。
第二に、構成国のSpatial Policy関連法規への影響である。 Spatial Planningの分野にお
いて構成国のスペイン、イタリア、ベルギーそしてフランスにおいて地域・地方政府への分
権化されたSpatial Planning Systemができているといわれる(Alden、 1996)。
第三に、構造基金等の直接的な財政資金支出による影響である。構造基金オブジェクティ
ブ1の指定地域に対する不均衡是正のための財政支援プログラムは、 1993年の構造基金改革
により集中的投資という方針により地域への影響力は大きなものとなった。これは、英国中
央政府が従来行ってきた地域政策とどのような関連を持ち、どのような影響を及ぼすのか。
また執行機関との関係で、 EU自身が想定していた地方政府の役割と英国中央政府の役割の
違いを英国での事例を通してみることができる。
ll)次節で検討するAlden & Boland (1996)以外の研究には、 Chisholm M. (1995) Britain on the Edge of Europe
Routledge, Cole J.& Cole F. (1993) The Geography of the European Community Routledgeなどがある。
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英国の中央・地方政府間関係の特徴
英国行政制度の特徴は、中央政府に権限が極端に集中していることにある。地方自治の母
国と日本ではいわれているが、実際は「住民自治」は根付いているが地方政府という「団体
自治」は未形成の部分が多々ある。これは、 「地方法という個別法による授権という中央統治
システムをとることにより、地方の自律性や地方自治を顕現化する方式を採用して」いるた
めである(下僚、 1995)c　そのため、地方政府の権限は中央議会の法律が認めているものだけ
に限定される。法構成以外にも英国の地方自治制度が、欧州大陸国と大きく異なるのは、地
方議会が独立するDual systemsにある(Leemans、 1970),ナポレオン法典の影響を受けて
いるフランスなどではFused systemsといわれ、上部行政機関からの影響のもとに地方行政
の執行を行うといわれる。一方、英国においては地方議会が選挙選出議員による地方行政の
執行となるために政治の影響をまともにうけることになる。このことが欧州大陸における分
権化とは異なった方向に英国が向かわざるを得なかった要因の一つといえ、もう一つの要因
はサッチャー保守党と労働党との政争にあると思われる。地方政府への分権化に代わり英国
では1993年末にはイングランドの地域単位に10の地方政府組織(Government Office: GO)が
つくられ、環境省、貿易産業省、労働省、運輸省の4省の地域出先機関を統合する機関とし
て設置されている。また各省の予算を統一執行できる単一地域予算(Single Regeneration
Budget: SRB)が導入された。これにより「地方政府は、実質的には中央政府の政策形成の
ための情報収集や、その執行に当たっての入札の実施機関となり、このGOの設置によって
地域の議会や代議制の機関の役割がかえって低下したとする評価も出た」 (船場、 1998)。こ
のGOの問題は、 EU構造基金オブジェクティブ1指定地域での支援プログラムにおいて課
題を生みだすことになるのは、後に述べる通りである。しかし、 1997年の労働党ブレア政権
の登場により大幅な地方分権が行われることが確実な情勢となった。12)
英国の地域政策と構造基金適用地域
英国の地域政策の歴史は、 1920年代後半からスタ-トし、その歴史は長い(Armstrong &
Taylor、 1993),地域政策のトレンドに大きな変化があるとすれば、 「地域開発を年代的にみ
ると、前半は工場分散型地域開発、後半は地域再生型の都市再開発がそれぞれの主たる政策
基調となっている」 (高寄、 1996)t　そのターニングポイントは、 1979年サッチャー政権の登
場以降であり、地域政策の段階的改革が行われた(Armstrong & Taylor、 1993)。 1980年に
は都市開発公社(Urban Development Corporations) 、 1982年都市開発補助金が創設された。
このような背景のなかで英国内のEU構造基金オブジェクティブ1指定地域は3地域ある。
12)ブレア政権の公約は、レイバー・マニフェスト1997としてまとめられ、そのなかの地方自治及び地方財政に関する
提案は、地方行財政制度の大胆な改革を提起したものとなっている。 (舟場、 1998)
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オブジェクティブ1指定地域のなかで具体的な計画執行について、マーシーサイドの事例を
みるO　マーシーサイドは、当初は1988年に構造基金オブジェクティブ2 (衰退工業地域)の
指定を受けていたが、 1993年データによりNUT2がオブジェクティブ1の要件を満たす水
準にまで状況が悪化し、これを受けてオブジェクティブ1の指定を受けたのが、 1993年であ
る。 1994-1999年6年間のマ-シーサイドでのS PDの総計画投資額は、 20億ecuであり、構
造基金の寄与分は8億1600万ecuである。その他は英国政府、地元地方政府及び民間企業で
ある。マーシーサイドにおけるSPDはMerseyside2000としてまとめられ、目的、ビジョン、
戦略的目的として7つがあげられているO戦略的目的は、 ①産業への投資、 (参人々への投資、
③テクノロジーの向上、 ④総合化へのパスウェイ、 ⑤ヨーロッパと世界へのゲートウェイ、
⑥文化・メディア・レジャー産業、 ⑦よりよい生活の質の7項目である。これらの目標を達
成するために5つの実施プログラムを含むdriverが詳細計画で設けられ、実行計画として実
施されていくことになった。
マーシーサイドの実際の事例では、図2のような地方政府を含む関係機関が集まり、各種
機関がパートナーシップをもって事業計画を執行していく。 EUは指定を受けているのは特
定地域であり、地域の実状にくわしい地方政府の意見を反映させることから、地域での中心
図2　マーシーサイド開発における関係団体
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的役割は、その地域の地方政府かまたは地域の主力たる地方政府が中心となる地域協議会が
あたるものと想定している。しかし、英国の場合には、上述のGOが欧州委員会側への窓口
になるとともに、 GOの総括責任者はロンドンで決定される国会議員があたる。そのために
中央政府による関与が強く反映されることになる。これは、経費の執行自体が中央政府の国
庫にECから納入され、中央政府のコントロールのもとに執行されることになる。
S PD執行については、英国政府、欧州委員会、欧州投資銀行、民間部門、 TECs、公益団
体、ボランタリー部門、地方政府、その他重要な地域アクターにより構成される監視委員会
(Monitoring Committee: MC)が年2回開催される。地元民間分門と英国政府との間に協調
関係が生まれにくいという課題が、 MC運営の過程で生まれてきており、この原因は英国中
央政府の頑迷な方針によるものといわれている。 (Boland、 1996)
英国におけるEU構造基金執行プログラムの問題点をまとめてみると、まず英国中央政府
の介入の度合が大きすぎること、そのために地域主導の地域開発ではなく中央政府による開
発支援となってしまっている。そして、英国中央政府が中心となることから、執行計画の内
容が不明確となり、市民から見える状態にならず、透明性にかける状態にある。民間とのパ
ートナーシップを唱えるわりには民間サイドへの情報提供にかけることになり、ひいてはパ
ートナーシップに欠ける点もある。また英国中央政府は、地方政府をEU構造基金獲得のコ
ンテナー(容器)とみなしており、本来ならば地域において総合化を行うのは地方政府の役
目であるが、英国においてはその機能と権能を持ちえていない(Lloyd & Meegan、 1996)c
Town and Country Planningへの影響
英国のTownandCountryPlanningは、従来はストラクチャープランとデベロップメン
トプランの2つから成立していたが、ストラクチャープランの代わりに中央政府通達である
地域計画指針(Regional Planning Guidance: RPG)によるデベロップメントプラン策定を行
うことに変更された。これは中央政府の意思決定権限を地方政府にシフトされるものである
(Alden、 1996)
4.結論と展望
EUのSpatial Policyが形成され、その影響が明確に、 EU構成国に及ぼしつつある。第
-に、地域開発における「地域」を重点におき、財政支援策も集中の原則を採用し、効果の
あがる手法を用いている。これにより地域、その中心となる地域・地方政府の重要性は高ま
っている。これに適合させるようにEU内部においても地域評議会(CoR)を設置し、中央政
府による介入を極力減少させる制度的な保障も行われている。
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第二に、ヨーロッパをひとつの領域と見て計画的な発想からSpatial PolicyまたSpatial
Planningが行われるようになってきた,TENsのような欧州を横断する交通ネットワークは
EUが存在しないかぎり実現不可能な計画であろう。
第三に、各国の土地利用計画を含めた開発関連法規及び行政機関に関しての統合化の布石
となる調査研究がなされている。域内統一市場(SEM)への対応の一環といえるが、中央
政府の権限として考えられたものが、 EUで議論されようとしている。
第四に、地方分権への流れを加速させることである。フランスなどではすでに地方分権化
が実施されており、その他数カ国でも実行されている。残念ながら英国の事例研究を行うと、
英国の中央集権システムがヨーロッパの流れと全く逆行していることが明らかになった。ブ
レア政権による地方制度改革に期待するものである。
今後の展望としては、 EUのSpatial Policyの重要な方向の一つは、地域間顛争、都市間
兼争での敗者となる地域・都市である。敗者となる地域・都市への政策のより詳細な分析を
行うと同時に、勝者側の都市に関していかなる条件で勝者足り得るのか、また勝者ゆえに負
の部分を抱えることになるが、どのような都市運営が考えられるのかを追求することが重要
である。
参考文献
Alden J. (1996) , Regional Development Strategies in the European Union: Europe2000+ , in
Alden J.& Boland P.eds. (1996) , Regional Development Strategies-A European Pe呼ective,
Jessica Kingsley Publishers
Alden J.& Boland P.eds. (1996) , Regional Develpoment Strategies-A Eu71坤ean Pe呼ective,
Jessica Kingsley Publishers
青木昌彦(1999)、日本経済新聞「経済教室」 1999年1月1日
Armstrong H.& Taylor J. (1993) , Regional Economics and Policy, Harvester Wheatsheaf
Bennett R.ed. (1993) , Local Government in tne New Europe, Belhaven Press
Boland P. (1996) , Regional Economic Development and Institutional Mechanisms in Mersey-
side: Objective 1 Status, in Alden J.& Boland P.eds. (1996) , Regional Develpoment Strate-
gies-A European Perspective, Jessica Kingsley Publishers
CEC (1990) , Green Book on the Urban Environment, Brussels
CEC (1991) , Europe 2000 Outlook for the Development of the Community's Territory, Brussels
CEC (1994) , Europe 2000+ : C0-ope和tion for European Territorial Development, Brussels
CEC (1996) , The EU Compendium of Spatial Planning Systems and Policies, Brussels
CEC (1997) , European Spatial Development Peプ呼ective-First official draft, Brussels
欧州連合におけるSpatial Policyの形成と影響 271
Cullingworth J.B.& Nadin V. (1997) , Town & Country Planning in the U.K. , Routledge
橋本介三(1998) 「日本産業の構造変革」 Osipp Discussion Paper　-06
舟場正富(1998) 『ブレアのイギリス』 (PHP研究所)
経済戦略会議(1998) 『日本経済再生への戦略(経済戦略会議中間とりまとめ)』 (総理府)
北林寿信(1995) 「地域政策」大西健夫・岸上慎太郎編『EU政策と理念』 (早稲田大学出版部)第
6章
Krugman P. (1991) , Geography and Trade ,MIT Press ," 『脱「国境」の経済学-産業立地と貿易
の新理論』 (東洋経済新報社) 1994
Leemans A.F. (1970) , Changing Patterns of Local Government, International Union of Local
Authorities , The Hague
Lloyd P.& Meegan R. (1996) , Contested Governance: European Exposure in the English Re一
gions, in Alden J.& Boland P.eds. (1996) , Regional Development Strategies-European Peγ-
spective, Jessica Kmgsley Publishers
森鳴通夫(1991) 『政治家の条件-イギリス、 EC、日本』岩波書店
森嶋通夫(1995) 『日本の選択』岩波書店
村松岐夫(1988) 『地方自治』 (東京大学出版会)
鳴海正泰(1982 『戦後自治体改革史』 (日本評論社)
Newman P.& Thornley A. (1996) , Urban Planning In Europe, Routledge
Oates W.E. (1972) , Fiscal Federalism, Harcourt Brace Jovanovich Inc.
下僚美智彦(1995) 『イギリスの行政』 (早稲田大学出版部)
斎藤慎、林宜嗣、中井英雄(1991) 『地方財政論』 (新世社)
田中俊郎(1998) 『EUの政治』 (岩波書店)
高寄昇三(1996) 『現代イギリスの都市政策』 (勤葦書房)
Williams R. H. (1996) , European Union Spatial Pollのand Planning, Paul Chapman Pub.
